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はじめに 

 

 

本市の行政改革は，昭和５８年に実施した自主改善提案の実施を契機とする

平成５年からの「けちけち大作戦」を始めとし，「行政改革大綱（平成8年）」，

「行政改革大綱（改訂版）（平成11年）」，「第２次行政改革大綱（平成15

年度～平成17年度）」，「集中改革プラン(平成17年度～平成21年度)」に続

き「第３次行政改革大綱(平成22年度～平成26年度)」に基づき，絶え間なく行

政改革に取り組んできました。 

これまでの行政改革の取り組みにより，行政運営の簡素効率化や財政の健全

化を図ることで，市民生活の向上に必要な都市基盤整備や福祉その他のサービ

スの充実など時代の変化に応じたまちづくりを進めておりますが，社会保障関

係経費の増加や税財源の伸び悩みなどにより，限られた財源の中で新たな市民

サービス向上策を実施していかなければならない状況にあります。 

また，全国的な人口減少時代の中で本市においてもその例外ではなく，今後，

本格的な少子高齢化の進展が顕著となります。 

このような状況の中，第３次行政改革大綱の推進期間が平成２６年度に終了

することを機に，行政改革懇談会の皆様の御意見をいただきながら，本市にお

けるこれまでの行政改革の達成状況や成果等を振り返り，第３次行政改革大綱

（平成２７年度改訂版）を策定いたしました。 

策定にあたっては，限られた資源を有効に活用し，本市の実情に合った施策

を展開するためには，市民との連携・協働のもとに，行政の効率化，生産性の

向上，財源の確保・拡大を図ることが必要であるとの認識のもと，これらを基

本方針としたこれまでの第３次行政改革大綱の５つの基本方針を継承したうえ

で，改革推進項目及び改革プランの見直しを行いました。 

 今後も，この第３次行政改革大綱（平成２７年度改訂版）により，行政コス

トの削減を進めながら，市民サービスの向上を図りつつ，継続して自立した基

礎自治体として個性のあるまちづくりを進めてまいりたいと考えております。 

 

 

平成２７年４月１日 

 

                    富里市長 相 川 堅 治 
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1 行政改革推進の基本方針  

 

＜基本方針＞ 

本市の財政を取り巻く環境は厳しさを増しておりますが，一方で，行政ニーズ

はますます増加，多様化することが見込まれます。また，国庫補助負担金の廃止・

縮減，税源移譲および地方交付税の見直しという，いわゆる三位一体の改革など

により，市町村の自主的・自立的な行財政運営が一層求められています。 

こうした環境において，限られた資源を有効に活用し，本市の実情に合った政

策を展開するためには，市民との連携・協働のもとに，行政の効率化，生産性の

向上，財源の確保・拡大を図ることが必要です。 

そこで本市では，以下の基本姿勢のもとに行政改革に取り組みます。 

 

－ 行 政 改 革 の 基 本 方 針 － 

 

１ 市民サービスの向上  

事務事業の見直しを行うとともに，窓口などのサービス向上，行政情報の積

極的提供，市民ニーズに対応した情報システムの構築などを行い，市民にとっ

て満足度の高いサービスを提供します。 

 

２ 市民との協働の推進 

「自助，共助，公助」という考え方に立ち，市民との協働を推進することに

より，公共の領域の変化や行政サービスが行政だけでは解決できない領域を克

服します。 

 

3 財政基盤の確立 

  安定した財政運営のために市税をはじめとする自主財源の確保に全力で取

り組み，財政基盤の確立に努めます。 

 

4 行財政の効率的運営 

計画的で健全な財政運営を行い，財源，職員，施設など限りある行政資源を

有効に確保・活用するとともに，民間活力などの活用を図ります。 

 

5 組織と人事管理 

組織と人事管理を見直すとともに，危機管理に強く，挑戦意欲があり，経営

感覚を発揮できる人材の育成と意識改革に努めます。 
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＜推進期間＞ 

本大綱は行政改革に対する取り組みの方向性を示した基本方針であることから，

特に終期は定めないものの，本大綱に基づき，平成２７年度から５か年の改革プ

ラン(行政改革大綱に示した内容を実現させるために策定する具体的な取り組みを

示した計画)を策定・公表し，着実に取り組みを進めます。また，「改革プラン」

は計画期間終了に合わせて，その成果について総点検するとともに，毎年，進捗

について調査・公表します。 

なお，推進期間中にあっても本大綱に修正の必要が生じた場合は，見直しを行

います。 

 

＜推進体制＞ 

本大綱に基づき，行政改革推進本部により全庁的な改革に取り組みます。 

また，行政改革懇談会に，改革プラン案や進捗状況，実績を報告し，いただいた

意見や助言などを反映させながら行政改革を進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

行政改革懇談会 
(市民等で構成) 

 

進捗状況 

報告・公表 

市 民 等 

行政改革推進本部 

(市長を本部長，部長等で構成) 

行政改革推進委員会 
( 全課等より１名選出) 

指示 報告 

行 政 

市民サービスの向上 

財 政 基 盤 の 確 立 

意見や助言 

行 財 政 の 効 率 的 運 営 

 組 織 と 人 事 管 理 

行政改革のイメージ 

市民との協働 

ホームページなど

により情報を公表 
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2 富里市の現状  

 

（１）歳入・歳出決算の推移（普通会計ベース）           

平成 20 年度まで三位一体の改革(①国から地方への税源移譲，②国庫補助金の

削減，③地方交付税の見直し)や景気などの影響により，一般財源などが減少し，

これに伴い決算規模も縮小となっていました。 

平成 21 年度に国の経済危機対策として，定額給付金事業や地域活性化・経済

危機対策臨時交付金事業等を実施したことにより，歳入・歳出はともに増大し，

以降，歳入は地方交付税や市債等が増え，歳出は扶助費や投資的経費が増加し決

算規模が拡大してきました。なお，平成 24 年度以降は地方税の減少や投資的事

業量の減少により歳入・歳出ともに減少しています。 

 

              単位：千円 

 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 

歳 入 12,427,344 11,841,879 13,630,282 14,802,749 15,534,130 15,157,780 15,141,822 

歳 出 11,813,895 11,340,571 13,085,357 14,265,676 14,890,661 14,608,626 14,360,648 
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（２） 市税と地方交付税の推移（市税徴収率は現年度分）         

市税について，平成19年度以降は景気の影響などにより５年連続で減少してい

ましたが，平成25年度では法人市民税や固定資産税などの増収により前年度比約

1億6,000万円の増となりました。徴収率は，平成19年度以降96％前後で推移し

ていますが，平成20年度よりインターネット公売の導入，平成21年度にはコン

ビニ・クレジット収納の導入及び納税課の創設，さらに平成25年度からはクレジ

ット納付の税目を拡大するなど徴収・収納対策に取り組んでいます。 

また，地方交付税(※1)については，平成 19 年度から平成２３年度までは国の

交付税予算の増などにより増額となっており，平成 23 年度以降は大震災関連の

交付も含まれていますがそれ以降は伸び悩んでいます。 

 

          単位：千円 

 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 

市  税 6,321,934 6,284,909 6,187,763 6,030,296 5,960,351 5,847,983 6,008,583 

市税徴収率 96.02％ 95.77％ 95.84％ 95.90％ 96.01％ 96.31％ 95.97％ 

地方交付税 1,060,203 1,151,565 1,324,276 1,591,516 1,842,149 1,802,430 1,758,290 
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（３） 義務的経費の推移                      

人件費は，職員の平均年齢の上昇などに伴い増加するという傾向にあるため，

適正な定員管理をはじめ，組織体制及び事務の見直しにより時間外勤務手当の削

減などに努めていますが，共済費等の増加によりほぼ同規模で推移しています。 

公債費は，行政改革の取り組みとして，将来の公債費の負担を軽減するため市

債発行の抑制に努め，減少してきましたが，今後は臨時財政対策債などの償還に

より増加が予想されます。 

一方で扶助費は，少子高齢化の進展に伴う高齢者福祉費や子ども医療費の助成

の拡大に伴う児童福祉費の支出に加え，障害者福祉費，生活保護費の支出の拡大

などにより年々増加し，平成24年度には30億円を超えており，今後も上昇する

傾向です。 

これらの，義務的経費(※2)については，今後増大することで，財政の硬直化を

招く要因となることがあります。 

 

     資料：決算統計   単位：千円 

 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 

人件費 3,471,962 3,451,239 3,409,236 3,470,282 3,486,159 3,503,565 3,348,637 

扶助費 1,768,920 1,839,475 1,920,486 2,711,795 2,945,289 3,061,007 3,080,474 

公債費 1,347,213 1,267,821 1,248,942 1,250,951 1,133,712 1,072,167 1,061,432 

合計 6,588,095 6,588,535 6,578,664 7,433,028 7,565,160 7,636,739 7,490,543 
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（４） 経常収支比率の推移                     

平成１９年度については，一般財源などの減少や扶助費などの増大に伴い， 

経常収支比率(※3)は前年度と比較し 4.4 ポイント悪化の 95.4％となりました。 

平成２１年度以降は，行政改革の取り組みによる公債費の減少などにより改善

の傾向にありましたが，平成 24 年度は，障害者福祉費や生活保護費などの社会

保障に要する扶助費が増加したことに加え，子ども医療費の助成について，対象

を拡大したことにより前年度より 2.1 ポイント悪化しました。 

平成 25 年度は市税や株式等譲渡所得割交付金の増加により，前年度より 2.9

ポイント改善し 89.6％となりました。 

                                単位：％ 

 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 

経常収支比率 95.4 95.4 92.7 90.3 90.4 92.5 89.6 
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90.4%90.3%92.7%
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（５） 高齢化率の推移                       

平成 22 年 18.0％であった高齢化率は，国立社会保障・人口問題研究所による

と，平成 32 年に 28.9％，平成 42 年には 31.9％に増加すると推計されていま

す。このことは，労働人口の減少を意味し，従来の水準の税収の確保が困難とな

る一方で，福祉（介護保険や後期高齢者医療制度など）にかかる行政負担が加速

的に増加することを意味しています。 

 

資料：国勢調査，国立社会保障・人口問題研究所（平成 25年 3月） 

年 総数（人） 65歳以上人口（人） 高齢化率（％） 

平成 7年 48,666 4,470 9.2 

平成 12年 50,176 5,645 11.3 

平成 17年 51,370 7,068 13.8 

平成 22年 51,087 9,160 18.0 

平成 32年予測 49,241 14,216 28.9 

平成 42年予測 45,703 14,566 31.9 

 

平成 32年（2020年）                      単位：人 

 
平成 42年（2030年）                      単位：人 
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3 改革推進項目  

 

第１章 市民サービスの向上 

行政サービスは，時代の潮流や，多様化する市民ニーズを的確に捉え，

市民にとって満足度の高いサービスを提供することが望まれています。  

このことから，事務事業の見直しを行うとともに，窓口などのサービス

向上，市民ニーズに対応した情報システムの構築などを行い，市民にとっ

て満足度の高いサービスを提供します。 

 

（１）市民ニーズに対応したサービスの向上              

市民利用施設や窓口などのサービス向上に努めるとともに，市民ニーズを的

確に捉え市民に満足度の高いサービスを提供します。 

 

（２）情報提供の推進                        

市民への説明責任を果たすとともに，透明で開かれた市政を進めるため，積

極的で分かりやすい情報の提供・公開に努めます。 

 

（3）行政評価の推進                        

総合計画の基本計画に掲げた各施策の指標の進捗状況の確認や評価を行う

施策評価や事務事業評価により，今後の施策の方向性を検討し，事務事業の見

直しに取り組みます。既存の手法や考え方に捉われることなく見直しを行い，

所期の目的を達成した事業については廃止・縮小します。 

  

（4）電子市役所の推進                       

情報通信技術（ＩＣＴ）を活用し，市民ニーズに対応したサービスを提供し，

市民サービスのより一層の向上を図ります。 
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第２章 市民との協働の推進 

地方分権社会の到来，少子高齢化や市民ニーズの多様化など，時代の変

革により生じた公共の領域の変化や行政だけでは解決できない領域への 

対応が課題となっています。 

市では，この課題をより効果的かつ効率的に取り組むため，まちづくり

は「自助，共助，公助」という考え方に立ち，この共助の領域を協働とい

う手法により取り組むこととしています。 

 この協働によるまちづくりを実現することにより，行政では十分に行き

届かない課題へも柔軟な対応が可能になるとともに，地域社会の再生にも

つながることが期待されます。 

このため，協働のシステムを構築するとともに市民参画の一層の推進に

努めます。 

  

（１）市民協働のシステムづくり                   

公共の領域のズレや行政だけでは解決できない課題への対応を共助で取り 

組むため，協働のまちづくり推進計画に基づき，協働によるまちづくりを推進

するための環境などの整備を進めます。 

 

（２）協働事業の推進                        

地域の多様な主体や諸資源を結びつけ，地域の課題などをより身近なところ

で解決するなど，市民や各種活動団体などと協働によるまちづくりを推進し，

地域社会の再生を図ります。 

 

（3）市民参画のまちづくり                     

市民とともに富里市を築くため，パブリックコメントなどにより市民の市政

への参画機会を保障するとともに，まちづくりに関する情報を共有し，参画機

会を拡大するなど，パブリックインボルブメント(※4)の推進を図ります。 
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第３章 財政基盤の確立 

地方自治体において，歳入の確保は極めて重要な事項です。今後も厳し

い財政運営が続くことが予測されることから，安定した財政運営のために

市税をはじめとする自主財源の確保に全力で取り組み，財政基盤の確立に

努めます。 

 

（１）市税等徴収率の向上                      

市民負担の公平性の確保などの観点から，市税や介護保険料などの徴収率の

向上対策や滞納整理について，積極的に推進します。 

 

（２）企業誘致の推進                        

企業誘致は，新たな雇用機会の創出や消費の拡大など，地域経済に大きな活

力をもたらすため，積極的に推進します。 

 

（３）使用料・手数料の適正化                    

公平性の確保と応益負担を原則として使用料などの適正化を図ります。 

 

（4）公有財産の運用・管理                     

公有財産の維持管理については，経費の節減を図るとともに，未利用の財産

については売却を含め有効利用を図ります。 

 

（５）新たな財源の確保                       

新たな歳入の増加を図るためにホームページや広報紙，しおりなどを広告媒

体として積極的に活用します。また，新たな財源確保に向け，調査・研究します。 
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第４章 行財政の効率的運営 

地方分権社会の到来，少子高齢化や市民ニーズの多様化などに対応するた

め，今までにも増して，行政は最少の経費で最大の効果を挙げることが必要

です。  

このため，計画的で健全な財政運営を行い，財源，職員，施設など限りあ

る行政資源を有効に確保・活用するとともに，民間活力などの活用を図りま

す。 

 

（１）計画的な財政運営および財政の健全化              

決算に基づく健全化判断比率などや公会計制度を参考としながら，健全性が

維持できる計画的な財政運営を図ります。また，収支の均衡，財政構造の弾力

性の確保，行政水準の維持及び向上，財政運営の効率性・公正性及び長期的な

安定性を推進し，財政の健全化を図ります。 

 

（２）財政支援団体等への行政関与の見直し              

各種財政援助団体などに対する補助金などについては，行政として対応すべ

き必要性，経費負担のあり方などについて定期的に検証するとともに，財政援

助団体などの自立を促進するため，市の関与のあり方について検討します。 

 

（３）民間活力の活用                        

行政コストの縮減を目指して民間活力を活用するため，民間委託，指定管理

者制度などの活用を図ります。なお，導入に際しては，行政責任の確保と市民

生活の安全性，市民サービスの向上に留意します。 

 

（4）公共事業の適正化                       

透明性を確保するため，積極的に競争入札を実施するとともに，調査・設計・

発注・施工の各段階における事業システムを総点検し，公共工事のコスト縮減

を図ります。 
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第5章 組織と人事管理 

新たな行政課題や市民ニーズに的確に応えるため，適時体制を見直すとと

もに，効果的かつ効率的な職員の活用を図り，適正な定員管理に努めます。

また，地方分権型社会の進展により，職員に求められる役割はますます大き

く，重要になってきています。このため，危機管理意識や，物事に挑戦意欲

があり，また，経営感覚を発揮できる人材の育成と意識改革に努めます。 

 

（１）組織・機構の見直し                      

地方分権型社会に対応し，新たな行政課題や市民のニーズに的確に応える政

策や施策を展開できる組織体制の整備を進めます。 

 

（２）定員管理の適正化                       

社会経済情勢の変化を踏まえ，効果的・効率的な職員の活用を図ります。ま

た，指定管理者制度の活用や民間委託を推進するとともに，地方分権の進展に

伴う権限移譲にも対応する適正な定員管理に努めます。 

 

（３）給与の適正化                         

国の公務員制度改革や給与構造改革の動向を踏まえ，給与制度，運用，水準の

適正化を推進します。 

 

（4）人材育成と職員の意識改革                   

地方分権時代において積極的な役割を果たすために，挑戦意欲があり，経営

感覚を発揮することが必要であり，その能力を養うため，全庁的な人材育成を

図ります。 

 

（5）危機管理体制の充実                      

自然災害の他，感染症対策など様々な危機事態に対応し，市民の生命，身体，

財産を守り，市民が安心して暮らせるよう，危機管理システムの構築を図ります。 
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【用語の解説】 

※１ 【地方交付税とは】 

地方交付税は，本来地方の税収入とすべきであるが，団体間の財源の不均衡を

調整し，すべての地方団体が一定の水準を維持しうるよう財源を保障する見地か

ら，国税として国が代わって徴収し，一定の合理的な基準によって再配分する，

いわば「国が地方に代わって徴収する地方税」（固有財源）という性格をもって

います。地方交付税の総額は，所得税・酒税の 32％，法人税の 34％（平成 19

年度から），消費税の 29．5％（平成 9 年度から），たばこ税の 25％とされて

います（地方交付税法第 6 条）。 

 

※2 【義務的経費とは】  

性質別経費のうち義務的・非弾力的性格の強い経費で，一般的には人件費，扶

助費及び公債費を指します。人件費は経常的に支出を予定せざるを得ないし，扶

助費は生活扶助をはじめ法令の規定によって支出が義務づけられており，また，

公債費は負債の償還に要する経費であって，いずれも任意に節減できない経費で

す。義務的経費の増加傾向は財政構造の硬直化を招く恐れがあるので，その内容，

動向に注意する必要があります。 

 

※3 【経常収支比率とは】 

 人件費，扶助費，公債費などの毎年経常的に支出される経費に，地方税，普通

交付税，地方譲与税を中心とする経常的な収入である一般財源がどの程度充当さ

れているかを見ることにより，地方自治体の財政構造の弾力性を判断するための

指標として用いられているものです。一般的には，85％を超えると，新たな財政

需要に対応できる余地が少なくなるといわれています。 

 

※４ 【パブリックインボルブメントとは】 

市の施策の計画段階から実施段階までのさまざまな段階において，市民の皆さ

んに情報を提供したうえで，皆さんの意見（ニーズ）を聴き，反映しながら事業

を進めていくための，市民参画の考え方や手順のことです。 
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富里市行政改革推進本部 

S                         事務局：富里市総務部企画課（企画統計班）         

address：〒286－0292 富里市七栄６５２番地１ 

tel：0476-93-1118  fax：0476-93-9954 

e-mail：kikaku@city.tomisato.lg.jp 

URL：http://www.city.tomisato.lg.jp 


